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（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年10月期中間期 4,618 5.8 345 △25.8 458 △28.7 313 △32.1

2025年10月期中間期 4,363 8.4 465 △24.3 642 △27.4 461 △30.5

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2026年10月期中間期 23.33 23.30

2025年10月期中間期 33.85 33.80

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年10月期中間期 16,346 14,731 90.0

2025年10月期 17,106 14,879 86.9

（参考）自己資本 2026年10月期中間期 14,713百万円 2025年10月期 14,861百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年10月期 － 33.00 － 34.00 67.00

2026年10月期 － 37.00

2026年10月期（予想） － 38.00 75.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,000 8.9 2,600 11.4 2,800 5.5 2,000 5.7 148.94

１．2026年10月期第２四半期（中間期）の業績（2025年11月１日～2026年４月30日）

（２）財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年10月期の業績予想（2025年11月１日～2026年10月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：有



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年10月期中間期 15,560,000株 2025年10月期 15,560,000株

②  期末自己株式数 2026年10月期中間期 2,127,735株 2025年10月期 2,139,137株

③  期中平均株式数（中間期） 2026年10月期中間期 13,424,963株 2025年10月期中間期 13,631,191株

※  注記事項

（１）中間財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

④  修正再表示                            ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※  第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、添付資料３ページ

「１．経営成績等の概況　(３)業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

なお、2026年10月期の業績予想における１株当たり当期純利益は、自己株式の取得等による影響を考慮しておりま

す。

（決算補足説明資料の入手方法）

決算補足説明資料はＴＤｎｅｔに同日開示しています。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間会計期間（2025年11月１日～2026年４月30日）における国内人材ビジネスの市場環境は、構造的な人材

不足を背景に、企業の採用意欲が引き続き高水準で推移いたしました。一方で、新卒採用を中心とした若手人材

の採用活動においては、採用広報及び選考の早期化が一段と進行しており、採用支援メディアにおける従来の季

節性（繁閑の波）は変化の局面にあると認識しております。

このような市場環境の下、当社は学年が切り替わる３月から４月にかけて、インターンシップ＆キャリア形成

イベント「Career Design Forum」を全国５都市で開催するなど、市場動向を踏まえたメディア展開を推進いた

しました。これにより、大学３年生以下のキャリア形成意欲の高い学生層を中心に、「Ｒｅ就活キャンパス」に

おける早期登録会員数は順調に増加いたしました。

しかしながら、当中間会計期間においては、採用活動の早期化に伴う需要の前倒しや掲載タイミングの変化等

の影響により、特にヤングキャリア層を対象とした若手経験者採用領域において、受注から売上計上までの期間

が長期化し、売上計上の時期が下期にシフトする動きが見られました。この結果、全社売上高は46億18百万円

（前年同期比105.8％、計画比90.6％）となりました。

利益面につきましては、広告宣伝投資及びシステム関連投資を計画通り実施したことに加え、物価上昇に伴う

外注費や調達コスト全般の増加等により販売費及び一般管理費が増加したことから、営業利益は３億45百万円

（前年同期比74.2％、計画比61.1％）、経常利益は４億58百万円（前年同期比71.3％、計画比68.6％）、中間純

利益は３億13百万円（前年同期比67.9％、計画比65.3％）となりました。

なお、主たる事業である「就職情報事業」につきましては、次のとおりであります。

基幹Webメディアである「Ｒｅ就活」におきましては、若手・第二新卒採用の需要が新卒採用と連動して計画

的に行われる傾向が強まる中、企業の募集タイミングが変化し、掲載開始が下期となる案件が増加いたしまし

た。この結果、売上高は10億78百万円（前年同期比92.8％）となりました。

「エージェント事業」におきましては、前期から継続して取り組んでいる面談品質の向上及びキャリアアドバ

イザーの生産性向上施策が奏功したことに加え、４月入社案件の決定数が増加したことから、売上高は５億45百

万円（前年同期比146.0％）となりました。

「イベント」におきましては、新卒領域のインターンシップ ＆キャリア形成イベント「Career Design 

Forum」が牽引し、売上高は15億37百万円（前年同期比113.8％）となりました。なお、５月以降の開催分につい

ても企業からの引き合いは好調に推移しております。

新卒領域のWebメディア「Ｒｅ就活キャンパス」におきましては、「イベント」との相互連動により、インタ

ーンシップ募集に係る広報需要を効果的に取り込んだ結果、売上高は７億84百万円（前年同期比111.3％）とな

りました。また、大学３年生に加えて２年生以下の低年次層における早期登録も順調に進展しております。

以上の結果、当中間会計期間における就職情報事業全体の売上高は45億40百万円（前年同期比106.1％）とな

りました。

（２）当中間期の財政状態の概況

①財政状態の分析

当中間会計期間末の総資産の残高は、前事業年度末と比べ７億59百万円減少し、163億46百万円となりまし

た。

（流動資産）

当中間会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末と比べ９億13百万円減少し、77億54百万円となり

ました。これは主に、現金及び預金の減少３億45百万円、売掛金及び契約資産の減少３億40百万円、有価証券の

減少３億１百万円があったことによるものです。

（固定資産）

当中間会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末と比べ１億53百万円増加し、85億92百万円となり

ました。これは主に、投資有価証券の増加１億39百万円があったことによるものです。

（流動負債）

当中間会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末と比べ６億27百万円減少し、13億38百万円となり

ました。これは主に、未払法人税等の減少３億11百万円、契約負債の増加２億31百万円、賞与引当金の減少２億

28百万円があったことによるものです。

（固定負債）

当中間会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末と比べ14百万円増加し、２億75百万円となりまし

た。これは主に、長期未払費用の増加14百万円があったことによるものです。
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（純資産）

当中間会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末と比べ１億47百万円減少し、147億31百万円となり

ました。これは主に、中間純利益３億13百万円、配当金の支払い４億56百万円、その他有価証券評価差額金の減

少27百万円があったことによるものです。

②キャッシュ・フローの分析

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて18億45百万

円減少し、28億39百万円（前事業年度比60.6％）となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における営業活動の結果、増加した資金は４億32百万円（前年同期比108.4％）となりまし

た。これは主に、税引前中間純利益が生じたことによる資金の増加４億58百万円、売上債権の減少額３億39百万

円による増加、法人税等の支払３億67百万円による減少、賞与引当金の減少額２億28百万円による減少によるも

のです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における投資活動の結果、減少した資金は18億21百万円（前年同期比270.8％）となりまし

た。これは主に、定期預金の預入による支出15億円、投資有価証券の取得による支出５億83百万円、投資有価証

券の償還による収入５億円、無形固定資産の取得による支出３億16百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における財務活動の結果、減少した資金は４億56百万円（前年同期比42.7％）となりました。

これは主に、配当金の支払による支出４億56百万円によるものです。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

国内人材ビジネスの市場環境においては、構造的な人材不足を背景に企業の採用意欲は引き続き高水準で推移

している一方、採用活動の早期化・多様化が進展し、採用支援サービスの需要構造にも変化が生じております。

このような環境のもと、当社は中長期的な事業成長に向け、メディア力のさらなる強化が不可欠であると認識

しており、システム及び機能の拡充に加え、求人企業及び求職者双方から支持されるためのプロモーション投資

を継続的に実施してまいります。

一方で、当期においては、これらの成長投資を継続しつつ、現有の人員体制及びサービス提供体制を踏まえた

サービス品質の維持・向上を優先するとともに、物価上昇に伴う外注費・調達コスト等の増加による売上原価・

販売費及び一般管理費の増加等を織り込み、当初予想を見直すことといたしました。

この結果、2026年10月期の通期業績予想につきましては、売上高120億円（前期比108.9％）、営業利益26億円

（前期比111.4％）に修正いたします。
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（単位：千円）

前事業年度
(2025年10月31日)

当中間会計期間
(2026年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,685,197 5,339,970

電子記録債権 2,207 945

売掛金及び契約資産 2,213,068 1,872,541

有価証券 499,586 197,990

未成制作費 30,562 20,304

前払費用 178,705 269,035

その他 60,614 57,366

貸倒引当金 △2,205 △4,078

流動資産合計 8,667,737 7,754,075

固定資産

有形固定資産

建物 937,697 960,061

減価償却累計額 △439,711 △455,294

建物（純額） 497,986 504,766

構築物 6,159 6,159

減価償却累計額 △6,036 △6,067

構築物（純額） 123 92

機械及び装置 5,551 5,551

減価償却累計額 △4,296 △4,425

機械及び装置（純額） 1,254 1,125

工具、器具及び備品 123,894 135,756

減価償却累計額 △61,176 △69,543

工具、器具及び備品（純額） 62,717 66,213

土地 526,457 526,457

有形固定資産合計 1,088,539 1,098,655

無形固定資産

ソフトウエア 997,032 1,071,258

ソフトウエア仮勘定 13,998 38,698

電話加入権 6,505 6,505

無形固定資産合計 1,017,536 1,116,462

投資その他の資産

長期預金 1,000,000 1,000,000

投資有価証券 4,632,464 4,772,106

長期前払費用 36,995 19,830

繰延税金資産 314,345 249,202

差入保証金 205,947 192,163

保険積立金 142,682 143,789

その他 6,500 8,686

貸倒引当金 △6,500 △8,686

投資その他の資産合計 6,332,434 6,377,091

固定資産合計 8,438,511 8,592,209

資産合計 17,106,248 16,346,285

２．中間財務諸表及び主な注記

（１）中間貸借対照表
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（単位：千円）

前事業年度
(2025年10月31日)

当中間会計期間
(2026年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 449,267 418,551

未払金 336,723 195,769

未払法人税等 394,864 83,776

契約負債 165,367 396,555

賞与引当金 410,000 182,000

役員賞与引当金 32,000 －

その他 177,743 62,163

流動負債合計 1,965,966 1,338,817

固定負債

長期未払金 217,800 217,800

長期未払費用 28,582 43,347

長期預り保証金 14,487 14,487

固定負債合計 260,870 275,634

負債合計 2,226,837 1,614,452

純資産の部

株主資本

資本金 1,500,000 1,500,000

資本剰余金 3,399,864 3,406,206

利益剰余金 12,770,031 12,626,953

自己株式 △2,782,639 △2,765,820

株主資本合計 14,887,256 14,767,338

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △25,925 △53,586

評価・換算差額等合計 △25,925 △53,586

新株予約権 18,080 18,080

純資産合計 14,879,411 14,731,832

負債純資産合計 17,106,248 16,346,285
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（単位：千円）

前中間会計期間
(自　2024年11月１日
　至　2025年４月30日)

当中間会計期間
(自　2025年11月１日

　至　2026年４月30日)

売上高 4,363,819 4,618,163

売上原価 1,683,879 1,722,748

売上総利益 2,679,940 2,895,414

販売費及び一般管理費 2,214,056 2,549,582

営業利益 465,884 345,831

営業外収益

受取利息 3,165 11,320

有価証券利息 59,435 66,527

受取配当金 2,988 39,673

投資有価証券売却益 80,149 34

受取家賃 14,029 14,239

その他 21,991 1,547

営業外収益合計 181,758 133,343

営業外費用

投資有価証券売却損 - 5,948

不動産賃貸原価 2,814 2,955

自己株式取得費用 1,038 -

投資事業組合運用損 - 7,504

その他 968 4,709

営業外費用合計 4,822 21,116

経常利益 642,820 458,058

税引前中間純利益 642,820 458,058

法人税、住民税及び事業税 96,618 66,964

法人税等調整額 84,842 77,862

法人税等合計 181,461 144,827

中間純利益 461,359 313,231

（２）中間損益計算書

- 6 -

㈱学情（2301）　2026年10月期　第２四半期（中間期）決算短信〔日本基準〕（非連結）



（単位：千円）

前中間会計期間
(自　2024年11月１日
　至　2025年４月30日)

当中間会計期間
(自　2025年11月１日

　至　2026年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 642,820 458,058

減価償却費 138,531 177,903

投資有価証券売却損益（△は益） △80,149 5,913

投資事業組合運用損益（△は益） △20,659 7,504

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △36,000 △32,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △212,000 △228,000

受取利息及び受取配当金 △65,588 △117,521

売上債権の増減額（△は増加） 350,610 339,603

仕入債務の増減額（△は減少） △66,300 △30,715

契約負債の増減額（△は減少） 326,353 231,188

未払金の増減額（△は減少） 5,373 6,803

未払消費税等の増減額（△は減少） △130,486 △73,166

長期前払費用の増減額（△は増加） 10,288 17,165

その他 △40,255 △73,263

小計 822,537 689,473

利息及び配当金の受取額 64,336 110,740

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △488,064 △367,766

営業活動によるキャッシュ・フロー 398,809 432,446

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △500,000 △1,500,000

有形固定資産の取得による支出 △12,483 △119,202

無形固定資産の取得による支出 △336,634 △316,572

投資有価証券の取得による支出 △950,436 △583,533

投資有価証券の売却による収入 1,136,796 194,542

投資有価証券の償還による収入 - 500,000

差入保証金の差入による支出 △8,725 △215

差入保証金の回収による収入 - 4,758

その他 △1,085 △1,107

投資活動によるキャッシュ・フロー △672,568 △1,821,330

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △535,713 △84

配当金の支払額 △533,259 △456,258

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,068,973 △456,342

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,342,733 △1,845,226

現金及び現金同等物の期首残高 3,929,331 4,685,197

現金及び現金同等物の中間期末残高 2,586,598 2,839,970

（３）中間キャッシュ・フロー計算書
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（４）中間財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

前中間会計期間（自　2024年11月１日　至　2025年４月30日）及び当中間会計期間（自　2025年11月１日　至　

2026年４月30日）

当社の主たる事業は就職情報事業であり、その他の事業の売上高、セグメント利益等の金額は、全事業セグメン

トの合計額に占める割合が著しく低いため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

当社は、2026年６月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、自己株式の取得を行うものであります。

２．取得に係る事項の内容

　　(１)取得対象株式の種類　　当社普通株式

　　(２)取得しうる株式の総数　400,000株(上限とする)

　　　　　　　　　　　　　　　(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合3.0％)

　　(３)株式の取得価額の総額　650百万円(上限とする)

　　(４)取得期間　　　　　　　2026年６月９日～2026年10月31日

　　(５)取得方法　　　　　　　東京証券取引所における市場買付
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